平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	市民ネット・むろらん

	議員名
	佐藤潤・小田中稔・児玉智明・水江一弘・立野浩靖

	調査実施年月日
	平成２４年２月２日（木曜日）

	調査先　自治体名等
	神奈川県藤沢市

	調査項目
	「地域経営会議」について

	調査目的
	地域経営会議はどのようなシステムなのか検証すること

室蘭市においてどのように活用できるか検証すること

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：　４１２、８２９人（Ｈ２３．４．１現在）　　　行政面積：　６９．５１ｋ㎡

２　視察内容

1 地域経営会議を設置するまでの経緯

2 地域経営会議の概要　　　③　予算執行状況

④　事業内容　　　　　　　　　　 ⑤　課題と展望

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	地域経営会議は、昭和５６年度からの地区市民集会、それを発展させた平成９年度からのくらし・まちづくり会議という藤沢市独自の市民参加、市民協働の歴史を踏まえ、地域主体のまちづくりをさらに推進する新しい仕組みとして、市内１３地区で平成２１年度に始まったものです。

藤沢市においては各地区に市民センター・公民館があり、そこを拠点に各種地域団体からの推薦委員、公募委員によって組織されており目安は３０人になっています。位置付は行政の附属機関ではなく、自ら地域自治としての課題解決に向けた意思決定を行うとともに、それぞれの地域の特性に応じた地域のまちづくりを進める自主的な組織で、役割は地域の市民の皆さんや地域における様々な団体と連携して、自主的な地域のまちづくりを進めることや市民センター・公民館と連携し地域の様々な意見集約を行い、地域自治としての課題解決に向けた意思決定を行うこと。永続的な地域まちづくりを推進するために、意見、要望、政策の提言を市長に提出すること、などがあげられます。

市は地域経営会議の運営費を補助金として１地区平均２００万円/年を補助している。現段階の事業内容については広報活動がメインになっているようです。課題は構成される委員の高齢者の比率が高く、女性の割合も少ないようなので各年代、性別の委員構成が必要と考えているようです。市民参加の行政運営を進める上では本市においても参考になりうる内容でした。

ただし委員の選考や、事業内容にはまだまだ検討しなければならない項目が多々見受けられました。

本市においても独自の活発な市民参加、協働の行政運営の在り方が今後必要と思われます。


